教育二法案の国会審議過程（上） : 衆議院における審議と修正案の可決 by 藤田 祐介




























案の立案作業を進行させ、1954（昭和 29）年 2 月 18 日の閣議で教育二法案は政府原案と
して正式に決定し、同月 22 日に第 19 回国会に提出された。そして最終的に、5 月 29 日の
衆議院本会議において、教育二法は参議院修正のとおり可決・成立し、6 月 3 日に公布され
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2. 第 19 回国会衆議院における教育二法案審議
2.1. 吉田茂首相の施政方針演説と質疑

















































教育二法案は、1954（昭和 29）年 2 月 16 日の閣議で政府原案として正式に決定し、同






























































































































































































本会議での趣旨説明の後、教育二法案は文部委員会に付託され、2 月 26 日に開催された
文部委員会では、大達文相が同法案の趣旨説明を、緒方信一初等中等教育局長がその補足説
明を行った25）。同委員会で質疑が開始されたのは 3 月 1 日である。同委員会でどのような














































































党）、山崎始男（左派社会党）の 3 名、第 2 班が田中久雄（前出）、伊藤郷一（自由党）、野
原覺（前出）の 3 名、第 3 班が松平忠久（右派社会党）、小林信一（前出）、長谷川峻（自
由党）の 3 名である。12 日の委員会では、各班の調査派遣委員による実情調査報告とこれ
に対する質疑が行われた33）。以下では、教育二法案立案の契機となった山口日記事件と、後
の教育二法案審議に大きな影響を与えた旭丘中学校の事例が特に重要であるため、これに関
する第 1 班と第 2 班の報告と質疑を見ておくことにしたい。




































































日高第四郎（元文部事務次官）の 9 名である。あらかじめ教育二法案に対する 9 名の賛否
















































しておる」と述べて、特に中確法案第 3 条の規定の問題を指摘した。第 3 条の規定では、
犯罪の構成要件とそうでないものの境目が不明瞭であり、これが「この法律の最大の欠点」
としながら、これにより政治教育は困難となり、教育基本法第 8 条第 1 項の規定が無意味
になると主張している。また、中確法案第 5 条の規定についても問題視し、第三者に対し
159
































































































































改進党の動きに合わせて、3 月 14 日には、竹尾弌文教部長、辻衆議院文部委員長をはじ
めとする自由党文部委員が文相公邸に集まり、大達文相らとともに、改進党の修正案に対す
る政府、与党内の意見調整について協議を行った54）。改進党では、同党革新派の批判を受
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員のほか、三党幹部の間で行われている59）。しかし自由党は、政府案は譲れないとする大達
文相の意向を受けており、三派折衝は容易にまとまらなかった60）。特に改進党の修正案が示
した中確法案第 3 条第 2 項の削除については、大達が最も強く反対していたとされる61）。


































































あった。第 3 条の修正については、特に第 2 項の表現が難解で運用を誤るおそれがあるた
め、これを第 1 項に取りまとめた。施行期日を公布後 10 日としたのは、関係機関や国民一
般に周知するためである。また、教特法修正案について、第 21 条の 3 第 1 項の改正規定を
当分の間適用されるものとし、施行期日を改めたのは、中確法修正案と同様の理由であった。
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瀧嘉衛が述べるように、三派共同修正案は「広汎な反対世論を考慮したやや妥協的、政略的
な考え方から出たもの」と考えられ、「本質的には原案と余り変わらないもの」79）であった














項を削除した理由を尋ねた辻原に対し大達は、教育基本法第 8 条第 2 項の書き方とほぼ同




当日の終盤は質疑が紛糾し、議場騒然となったため一時休会となり80）、約 20 分後の翌 26




























みる─」（『カリキュラム』第 68 号、1954 年）、五十嵐顕「教育二法律と公教育─第十九国会に
おける教育二法律の審議をめぐって─」（『思想』第 363 号、1954 年 9 月号）、三津田恭平「教員
政治活動制限法案を吟味する─衆参両院の審議過程を通じて─」（『北海教育評論』第 7 巻第 3 号、
1954 年）などが挙げられる。
5 ） 前田英昭『国会の立法活動─原理と実相を検証する─』（信山社出版、1999 年）227～236 頁、
前田英昭「教育二法と参議院の『良識』」（『駒澤法学』第 2 巻第 1 号、2002 年）。
6 ） 貝塚茂樹「第十九国会における『教育二法』（1954 年）の成立過程─衆参両院文部委員会での
審議を中心に─」（『戦後教育史研究』第 20 号、2006 年）、前掲書『教育における「政治的中立」
の誕生─「教育二法」成立過程の研究─』93～134 頁。
7 ） 森田尚人「旭丘中学事件の歴史的検証（下）─第 2 部：教育二法案をめぐる国会審議と「事件」
の政治問題化─」（『教育学論集』第 51 集、中央大学教育学研究会、2009 年）。
8 ） 戸田浩史「昭和 29 年の教育二法の制定過程─教育の政治的中立性をめぐる国会論議─」（『立
法と調査』 第 305 号、2010 年）。
9 ） 斎藤正『政治的中立の確保に関する教育二法律の解説』（三啓社、1954 年）、大達茂雄『私の
見た日教組─教育二法案を繞る国会論争─』（新世紀社、1955 年）。
10）『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第五号』（1954 年 1 月 27 日）29 頁。なお、本稿では
主に国会会議録に依拠するが、その引用にあたり、例えば、促音に用いる「つ」の表記を小書き
にするなど、表記を改めた箇所がある。
11）『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第六号』（1954 年 1 月 28 日）60 頁。なお、教育二
法案に対する水谷の見解をまとめたものに、水谷長三郎「反動立法の全面的粉砕へ」（『人事行政』
第 5 巻第 4 号、1954 年）がある。
12）『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第八号』（1954 年 1 月 30 日）95～96 頁。
13） 同上、98 頁。




置法』に関する行政文書史料」第 3 巻、国立教育政策研究所所蔵、番号 1587～1596、いずれも
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日付記載なし）。
17）『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第十二号』（1954 年 2 月 24 日）161～162 頁。
18） 前掲書『国会政治と教育政策の軌跡─片山内閣から吉田内閣まで─』228 頁。
19） 前掲『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第十二号』162～180 頁。
20） 藤田、前掲論文、77 頁。
21） 坂田道太『文教の旗を掲げて 坂田道太聞書』（西日本新聞社、1992 年）130 頁。坂田は義教
法案の趣旨説明でも質疑を行っていることから、「処女演説」というのはおそらく正しくない。
なお、教育二法案に対する坂田の見解をまとめたものに、坂田道太「教育の中立性に関する法案
について」（前掲『人事行政』第 5 巻第 4 号）、坂田道太「教育の政治的中立性」（『政治公論』第
6 号、1954 年）がある。
22） 前掲『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第十二号』164～165 頁。
23） 前掲書『教育における「政治的中立」の誕生─「教育二法」成立過程の研究─』15～50 頁。
24）『朝日新聞』（朝刊）（1954 年 2 月 25 日）。
25）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第九号』（1954 年 2 月 26 日）1～4 頁。
26）『第十九回国会 衆議院会議録第二十七号』（1954 年 3 月 26 日）360～362 頁。
27） 森田、前掲論文、57 頁。




30） 前掲『第十九回国会 衆議院会議録第二十七号』362～363 頁。
31）「偏向教育の事例」の内容については、前掲書『教育における「政治的中立」の誕生─「教育
二法」成立過程の研究─』277～288 頁などを参照のこと。
32）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第十二号』（1954 年 3 月 3 日）19～20 頁。
33）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第十六号』（1954 年 3 月 12 日）1～27 頁。
34）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第十七号』（1954 年 3 月 15 日）1～2 頁。
35  前掲『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第十六号』4～5 頁。勧告の全文も掲載されている（5
頁）。
36） 伊藤は、1927（昭和 2）年に京都帝国大学文学部を卒業している（衆議院・参議院『議会制度
百年史 衆議院議員名鑑』大蔵省印刷局、1990 年、45 頁）。
37） 後編で述べるように、福原は、1954（昭和 29）年 4 月 12 日の参議院文部委員会において、大
将軍小学校の偏向教育事例について証言を行っている。
38） 前掲書『教育における「政治的中立」の誕生─「教育二法」成立過程の研究─』102 頁。





刊）、1954 年 3 月 14 日）がある。
42）『第十九回国会 衆議院文部委員会公聴会議録第一号』1～7、17～25 頁。
43） 政治的中立及び教育二法案に対する蠟山の見解については、蠟山政道「教育の政治的中立性に
ついて」（『読売新聞』（朝刊）、1953 年 12 月 26 日）、蠟山政道「教育の政治的中立性について」
（『学校時報』第 4 巻 1 月号、1954 年）、蠟山政道「教員の政治的活動について」（『新しい学校』
168
第 6 巻第 1 号、1954 年）、蠟山政道「教員の政治活動の制限について─教育二法案のへの疑義─」
（『ジュリスト』第 54 号、1954 年）などを参照のこと。また、『蠟山政道評論著作集Ⅳ 政治と
教育』（中央公論社、1962 年）のうち、「政治と教育との関係」（2～30 頁）が参考になる。
44） 瀧川の公述は、蠟山の公述と並び「二学長の公述」として雑誌に紹介されている（「教育二法
案は是か非か─衆院文部委公聴会における二学長の公述」『労働週報』第 680 号、1954 年）。こ
れは、教育二法案に対する両名の見解について世間が注視していたことを示す一例である。




合を開いて協議を行った（前掲書『教育年鑑 1955 年版』273 頁）。また、同委員会は「教育二
法案に関する政策小委員会」とも呼ばれている（『朝日新聞』（朝刊）、1954 年 3 月 10 日）。
49）「取引に供された教育二法案」（『時事通信 時事解説版』第 2522 号、時事通信社、1954 年 3
月 31 日）2 頁。
50） 前掲『朝日新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 10 日）。修正案の案文については、『読売新聞』（朝刊）
（1954 年 3 月 10 日）も参照のこと。ただし、『朝日新聞』掲載の案文と文言が異なっている箇所
がある。
51） 同上 『読売新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 10 日）。
52） 例えば、稲葉修は、教育二法案について「動機が党略的であり、内容が著しく不当な反動立法」
と述べて、その問題点を詳しく検討した論稿を執筆しているが（稲葉修「教育二法案の問題点」
前掲『人事行政』第 5 巻第 4 号）、その論調は左派社会党等と同様、厳しいものである。
53）「改進党はなぜ揉めた ? 教育二法案の修正をめぐって」（『時事通信 時事解説版』第 2513 号、
時事通信社、1954 年 3 月 20 日）1 頁。
54）『読売新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 15 日）。
55） 前掲「取引に供された教育二法案」3 頁、前掲『教育年鑑 1955 年版』273 頁。
56）『朝日新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 20 日）。
57）『朝日新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 20 日）、前掲「取引に供された教育二法案」3 頁。
58）『読売新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 20 日）。
59） 同上。
60） 前掲「取引に供された教育二法案」3 頁。
61）『朝日新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 23 日）。
62）『読売新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 22 日）。
63）『読売新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 23 日）。
64）『読売新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 23 日）。
65） 前掲「取引に供された教育二法案」4 頁、『朝日新聞』（朝刊）（1954 年 3 月 25 日）。




一郎（院外）の 15 名である（前掲『読売新聞』（朝刊）1954 年 3 月 25 日）。
69） 同上。
70）『読売新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 25 日）。
71） 同上。
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72）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第二十二号』（1954 年 3 月 20 日）1 頁。
73）『朝日新聞』（夕刊）（1954 年 3 月 21 日）。
74）『官報号外・第十九回国会 衆議院会議録第二十二号』（1954 年 3 月 20 日）307～315 頁。





80） 前掲『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第二十三号』15 頁。
81）『第十九回国会 衆議院文部委員会議録第二十四号』（1954 年 3 月 26 日）1～7 頁、『朝日新聞』
（朝刊）（1954 年 3 月 26 日）。
82） 前掲『第十九国会 衆議院会議録第二十七号』363～374 頁。
